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【整備概要】

【事業期間】

　【事業費】

※総事業費109,894千円、内２分の１については補助対象

平成28年度 設計業務：12,561千円（うち対象交付金 10,048千円）

平成29年度 造成工事：23,927千円（うち対象交付金19,142千円）

　※　敷地造成及び公共施設整備（道路・水路）工事

電柱移転補償：2,000千円（うち対象交付金1,600千円）

確定測量：2,037千円（うち対象交付金1,629千円）

平成30年度 造成工事：23,928千円（うち対象交付金19,142千円）

　※　敷地造成及び公共施設整備（道路・水路）工事

確定測量：3,055千円（うち対象交付金2,444千円）

※この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、
全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　本事業は、金ケ沢地区防災集団移転促進事業（基幹事業）により市が取得した土地（防災
集団移転跡地）において、事業者がケナフ栽培事業を行うものである。
　事業者では、移転先団地の住民を含む金ケ沢地区の地元住民から新規雇用を予定している
ことから、同基幹事業に密接に関連する効果促進事業を連携して行うことによって、跡地が
有効活用され、地区全体の復興に相乗効果を与え、被災地の早期再建に寄与する。

　　平成28年度～平成30年度

全体事業費

　　整備予定面積　A=2.2ha

67,508千円

　　・交付対象事業費（平成29年度分）：27,964千円（うち対象交付金 22,371千円）

【基幹事業との関連性】

　津波被災地である金ケ沢地区において、防災集団移転促進事業により取得した土地を有効
活用し、雇用創出による地域活性化を図るため、移転促進区域が含まれる区域（災害危険区
域）における、事業用地、道路、水路等の基盤施設の設計・造成費、造成する際に支障とな
る電柱移転補償費及び造成後の確定測量に係る調査委託料を申請するもの。

【事業概要】

　　・交付対象事業費（平成30年度分）：26,983千円（うち対象交付金 21,586千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（43）復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 防災集団移転跡地基盤施設整備事業（金ケ沢）


